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1) 平成27年３月期の業績  



◆売 上 高 ：前年同期比1.7％減少 
◆営業利益：前年同期比16.7％減少 

連結損益計算書（累計期間） 

平成26年３月期 平成27年３月期 

構成比 
対前年 
同期比 

構成比 
対前年 
同期比 

売 上 高 3,405 100.0 26.6 3,348 100.0 △1.7 

売 上 原 価 2,625 77.1 31.6 2,602 74.2 △0.8 

売 上 総 利 益 779 22.9 12.0 746 25.8 △4.2 

販 管 費 684 20.1 8.4 666 17.7 △2.6 

営 業 利 益 95    2.8    47.9   79 8.1 △16.7 

経 常 利 益 94    2.8   43.3 78 8.1 △17.6 

税 引 前 当 期 純 利 益 90    2.7   36.6 78 8.1 △13.3 

当 期 純 利 益 65    1.9   37.0 57 6.4 △10.9 

（単位：百万円，％） 



◆平成27年3月期上期は、単体の価格改定の影響で前期比より損益悪化 
◆平成27年3月下期は、価格改定の効果により前期比より収益改善 

連結損益計算書（会計期間） 

（単位：百万円） 

構成比 構成比 構成比 構成比

売上高 822 100% 848 100% 863 100% 870 100%
売上原価 640 77.8% 644 76.0% 671 77.8% 668 76.8%
売上総利益 182 22.2% 203 24.0% 191 22.2% 202 23.2%
販管費 180 22.0% 170 20.0% 169 19.6% 164 18.9%
営業利益 1 20.0% 33 4.0% 22 2.6% 37 4.3%
経常利益 2 0.3% 33 3.9% 21 2.5% 37 4.3%
当期純損益 △14 - 37 4.4% 25 2.9% 17 2.0%

構成比 構成比 構成比 構成比

売上高 827 100 818 100 846 100% 857 100%
売上原価 689 83.3% 638 78.0% 639 75.5% 636 74.2%
売上総利益 138 16.7% 179 21.9% 208 24.6% 221 25.8%
販管費 183 22.1% 161 19.7% 170 20.1% 152 17.7%
営業利益 △45 - 18 2.2% 37 4.4% 69 8.1%
経常利益 △45 - 17 2.1% 37 4.4% 69 8.1%
当期純損益 △60 - 21 2.6% 41 4.8% 55 6.4%

第 1 四半期 第 2 四半期 第 3 四半期 第 4 四半期
平 成 27 年 3 月 期

平 成 26 年 3 月 期
第 1 四半期 第 2 四半期 第 3 四半期 第 4 四半期



業種別売上構成（連結） 

◆建築関連の売上が全体の29.8% 

▶ 売上構成比 ▶ 売上構成比推移 
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【在籍テクノロジスト数（連結） 】 
  3/31付 487名 
  4/ 1付 503名 
 
【新卒採用】 
 平成27年度 ４月入社16名 
       10月入社9名 
 
【分野別バランス】 
 好調な建築分野のテクノロジストが37％弱 
 顧客からの受注が多いソフトウエアが27％ 
 

要員構成（連結） 
◆在 籍 数 ：グループ全体でテクノロジスト500名体制 
◆分野比率：ソフトと建築で全体の6割を占める 

▶ 今期の状況 ▶ 分野別要員数推移（連結） 

（単位：人） 
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① ﾃｸﾉﾛｼﾞｽﾄ数 ② 稼働率 ③ 稼働時間 ④ 単価 

要因分析（単体） 

売上高 

◆売上高要因分析 ４要素 
① テクノロジスト数  ② 稼働率 ③ 稼働時間 ④ 単価 

◆利益要因分析 ２要素 
① 売上原価 ② 販管費 



 
【在籍テクノロジスト数（単体） 】 
  3/31付 280名 
  4/31付 294名 
 
【新卒採用】 
 平成27年度 ４月入社14名 
       10月入社  9名 
  

売上高要因分析 ４要素 ①テクノロジスト数（単体）  
◆在 籍 数 ：4月入社の新卒14名を加えて294名 
◆分野比率：ソフトウエアのテクノロジストが4割超 

▶ 今期の状況 ▶ 技術分野別テクノロジスト数推移 （単体） 

（単位：人） 
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売上高要因分析 ４要素 ②稼働率 （単体） 

 
 
・新卒採用（4月入社14名） 
 
・単価交渉の影響で上期一時的稼働率低下 
・  
・H27年3月末で稼働率は98％以上まで回復 
  

◆下期に稼働率回復 

▶ 今期の状況 ▶ 稼働率推移 
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売上高要因分析 ４要素 ③稼働時間（単体）  

 
 
・平均工数 
 
・平均工数186時間前後で推移 
 
 
 

◆平均工数は3年間でほぼ横ばいに推移 

▶ 今期の状況 ▶ 平均工数の推移 

（単位：Hr） 
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売上高要因分析 ４要素 ④平均単価（単体）  

 
 
・若手社員（2010年～2014年新卒採用社員） 

 の比率が約4割 
 
・新卒テクノロジストの早期戦力化と 
 営業的施策の推進 
     ↓価格改定交渉 
     ↓戦略的ローテーション 
 平均単価の押し上げに寄与 
 
・大幅な価格改定により平均単価3,700円台へ 
 
・平成27年4月末現在で平均単価3,734円/Ｈ 

 
   

◆若手社員の比率が高まるが、平均単価は上昇 

▶ 今期の状況 ▶ 平均単価の推移 
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利益要因分析 ２要素 ①売上原価（単体） 

 
 
・例年新卒に対する研修費用及び人件費が 
 オンされるため、上期に原価率が上がる傾向 

◆売上原価及び原価率の増加 

▶ 今期の状況 ▶ 売上原価の推移 

（単位：百万円） 
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利益要因分析 ２要素 ②販管費（単体） 

 
 
・H26年下期以降販管費の比率上昇 
 
 採用広告費及び間接人員の人件費増加が主な要因 

◆販管費率は前年比1.8％増加 

▶ 今期の状況 ▶ 販管費の推移 

（単位：百万円） 
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連結貸借対照表 

◆純資産：前年同期比108百万円増加 

科目 
平成26年 

3月期 
平成27年 

3月期 
増減額 要因 

流動資産 1,120 1,279 159 
売上の増加に伴う 
現金の増加、売掛金の増加 

有形固定資産 17 21 4 

無形固定資産 4 5 1 

投資その他の 
資産 

86 102 16 

資産合計 1,229 1,407 178 

流動負債 521 632 111 短期借入金・未払消費税の増加 

固定負債 169 129 △40 

純資産 538 646 108 当期利益の計上 

負債純資産合計 1,229 1,407 178 （単位：百万円） 



(2479) 18 Copyright© 2014 JTEC Corporation. All Rights Reserved. 

連結キャッシュフロー計算書 

◆営業ＣＦ 前年同期比92百万の増加 

短期借入金の増加：8百万円 
配当金の支払：8百万円 
 

税金等調整前当期純利益：78百万円 
賞与引当金の増加：19百万円 
法人税等の支払額：19百万円 
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2) 平成27年３月期の状況  
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技術者派遣業界の事業環境 

◆円安・原油安の効果による大手メーカーの業績回復 
 
 
◆自動車メーカーを中心とした業績回復による受注増加 
 
 
◆東京オリンピック開催に向けた経済効果 
 
 
◆アベノミクスの賃金引上政策による消費拡大効果 
 
 
◆派遣法の改正 
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派遣法改正について 
 
特定労働者派遣事業（届出制）、一般労働者派遣事業の区別を廃止（許可制） 
・労働者派遣事業に一本化し許可制とする。（許可基準を満たす必要あり） 
・行政監視の強化、悪質な事業者の排除 

事業規制の強化 

 
現行の専門26業務及び業務単位での期間制限はわかりにくい事などから撤廃 
・派遣労働者個人単位の期間制限（３年を上限） 
・派遣先の事業所単位の期間制限（３年を上限） 
・無期雇用の派遣労働者は例外として派遣可能期間制限を適用しない 

派遣可能期間制限 

当社は無期雇用のため影響なし 

許可制への移行が必要となるが許可基準（資産要件等）はクリア可能 

 
派遣労働者の雇用安定と処遇改善を推進 
・派遣労働者の均衡待遇の推進に向けた配慮義務や説明義務 
・派遣元、派遣先事業者それぞれにキャリアアップ措置を義務づけ 

派遣労働者の均衡待遇の確保、キャリアアップ推進 

主に一般派遣を対象とした改正、当社への影響なし 
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新規受注状況について 

◆新規受注獲得数は26年3月期を除きほぼ安定  

 
 
・新規受注獲得数前年比11.3％減 
 
・過去4年間受注は26年3月期を除きほぼ安定 
  ↓ 
 高い稼働率を維持 
 
・受注内容が高スキルに推移している傾向 
  ↓ 
 求職者とのミスマッチ増 
 
 
  

▶ 今期の状況 ▶ 新規受注獲得数 
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配当について 
◆平成27年３月期の期末配当は１株当たり1円として定時株主総会に提案 
 
◆平成28年３月期の期末配当は現時点で１株当たり1円を予定しているが、株主優待も含め、今期の業績 
 を勘案して決定する 

配当金 配当性向 純資産配当率 

平成26年３月期  1円 12.8％ 1.6％ 

平成27年３月期  1円 14.6％ 1.4％ 

平成28年３月期（予定）  1円 7.8％ － 

配  当  性  向(%) ＝ １株当たり配当金÷１株当たり当期純利益 
純資産配当率(%) ＝ １株当たり配当金÷（期首１株当たり純資産＋期末１株当たり純資産）÷２  



3) 経営理念の実践  



経営理念 
 

技術者の地位向上と業界最高の収入を実現し 

創造的個人経営者集団を形成させる 

社 訓 
 

スピード アンド シンプル 

全ての業務はスピードとシンプルを重要視する 



経営理念の施策  

 

  
◆「グルくる」の開発・販売 
 

◆業務領域の拡大 
 
 

◆新たな人材ビジネスへの挑戦 

    



「グルくる」注文支援システム使用説明DVD（約5分）  



『グルくる』発表時の反響について 



『グルくる』とは？お客様（来店者）の所有しているスマートフォンをＱＲ
コードにかざすだけで注文画面に早変わり。 

『グルくる』とは？（１） 



来店したお客様のスマートフォンが
注文したり商品の確認をしたりす
るツールに早変わり。自国の言語
設定になっていれば、自動的に表
示します 

『グルくる』とは？（２） 

店舗にパソコンとスマートフォンが
あれば、ご自身でメニューや商品
の入力いただければ初期費用は
0円です。 

どのテーブルで何の注文が入って
いるか早く分かり、まとめて調理が
できます。              
※従来のサーマルプリンターが必要な
場合オプション設定があります。 

※オプション対応世界12か国の
言語にお店のメニューや商品が翻
訳できます。ネイティブな表記で日
本の気持ちを伝えます。 

忙しい時に、アルバイトを増員し
なくてもグルくるがあれば注文は取
れるので、接客、会計、配膳等
仕事に集中できます。 

店舗管理画面で簡単にメニュー
の入れ替えや再構成ができます。 
季節毎のメニューやおすすめメ
ニューも簡単編集できます。 



インバウンド対応 『グルくる』 の発展性 
• インバウンド対応メニュー表示 飲食店向け表示（注文部分あり） 

 

〈英語〉 〈韓国語〉 〈中国語（簡体字）〉 



「グルくる」拡販に向けての施策 
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1） 広告代理店へのアプローチ 
    ◆地元求人誌、フリーペーパー、Web媒体等で求職情報を取り扱う広告 
       代理店をターゲット 
    ◆「グルくる」を飲食店に販売すると同時に社員・アルバイト等求人ニーズ 
           の掘起しにも期待 
2） 地方自治体へのアプローチ 
    ◆2020年の東京オリンピックに向けた各地方自治体が外国人受入に対 
    する取組を模索中 （国からの助成も後押し） 
    ◆現在、東京、神奈川、大阪の政令指定都市の商店会にて導入予定 
3）  大手企業との連携 
    ◆全国に販売網を持つ大手企業や携帯電話メーカーと商談中 
4）  飲食店経営者に対する新たなサービスメニュー  
    ◆POSレジを活用したデータ分析 
    ◆Zeetle（ジートル）商店街共通ポイント制の導入 
        ◆データ活用した販促、潜在顧客の発掘 



「グルくる」の料金体系 
 

料金表 代理店収入 

システム使用料 10,000円/月 5,000円/月 

※以下オプション 

初期設定サポート 
100メニュー・ＱＲコード40枚 

50,000円/回 50,000円/回 

メニュー追加 500円/メニュー 500円/メニュー 

ＱＲコード追加発行 100円/枚 100円/枚 

翻訳（１）100文字まで 4,000円/回 1000円/回 

翻訳（２）1文字 40円/文字 10円/文字 

• ※2年目システム使用料9,000円/月 

• ※３年目システム使用料8,000円/月 3年目以降同額 



業務領域の拡大 
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◆ベンチャー総研グループから一部事業譲受 
 
  

 
 商号   
 

 
 株式会社ベンチャー総研  
 

 
 株式会社ベンチャービジネスサポート  
 

 
 本店所在地  
 

 
 東京都千代田区麹町６丁目１番18号  

 
 東京都中央区日本橋兜町７番15号  
 

 
 代表者   
 

 
 代表取締役 林 誠一郎  

 

 
 代表取締役 田村 岩四朗  

 

 
 資本金   
 

 
8,500万円  
 

 
500万円 

 
 
事業内容 
  
  
 

 
人材派遣事業（般13-305148） 
ＳＰ広告を中心とした代理店事業 
駐車場の経営及び装置の販売 
アメリカンホームの保険代理店業務  
 

 
 広告全般に関する企画・制作業務 
人材サービス 
印刷・製本及び出版業 
販売業等におけるコンサルティング  
 



業務領域の拡大 
 

◆ベンチャー総研グループからの事業譲受内容 
 
  ①一般派遣ビジネス 
   ・住宅販売イベント 
   ・倉庫のピッキング 
   ・携帯ショップの運営 
    
  ②ポスティング 
   個人及び集合住宅のポストにチラシ投函 
    
  ③販売業等におけるコンサルティング 
    



新たな人材ビジネスへの挑戦 
    ◇女性の活用 

   主婦層をターゲットに女性の登録者を確保し、昼間の空き時間帯を利用 
  ・保育事業 
  ・医療事業 
  ・介護事業 
 
 ◇高齢者の活用 
   定年退職した高齢者をターゲット 
  ・ビル管理 
  ・機械保全 
  ・工場の海外進出コンサルティング 
   
  等新たな事業展開も検討中 



4) 中期経営計画  



中期経営計画の基本目標 

 ◆更なる成長発展に向けた収益基盤の強化 
 

 ・能力を重視した厳選採用の継続 

 ・技術力と高いヒューマンスキルを兼ね備えたテクノロジストの育成 
  →質の高い技術開発支援を継続して顧客に提供 

 
  ◆財務基盤の一層の強化と安定した株主還元 
 

 ・持続成長を支えるための財務体質強化 
 ・社内分配と安定継続的な株主還元 
  

 ◆経営理念に基づく新たな挑戦 

技術職知財リース事業の事業基盤をより強固なものとし、 
企業価値の向上と株主価値の向上を実現 

THE POWER OF THE INTELLECT FORTUNE MAKES THE FUTURE 
＜知財の力で未来を創る＞ 



中期経営計画の業績目標 

平成27年 
３月期 
（実績） 

平成28年 
３月期 

 

平成29年 
３月期 

 

平成30年 
３月期 

 

売 上 高 3,348 3,621 3,911 4,223 

営 業 利 益 79 133 156 190 

経 常 利 益 78 132 156 190 

当 期 純 利 益 57 110 125 152 

（単位：百万円） 
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ご参考資料 



当社概要 

•1996年８月16日 

設立 

•代表取締役社長 藤本 彰 

代表者 

•技術職知財リース事業（特定派遣及び請負業務） 

•機械設計開発 、電気電子設計開発、ソフトウエア開発 

•ソフトウェアの自社開発及び開発受託 

•有料職業紹介業務 

•各種技術サービス 

•技術教育サービス 

•総合コンサルタント業務 

•一般派遣(連結子会社) 

事業内容 

•株式会社ジオトレーディング（当社100%） 

•株式会社エル・ジェイ・エンジニアリング（当社100%） 

連結子会社 

•324名（2015年３月31日現在） 

従業員 

2006年 ４月 大阪証券取引所ヘレクレスに株式上場 

９月 札幌営業所・金沢営業所・水戸営業所 開設 

2007年 10月 ㈱ジオトレーディング 設立 

2008年 １月 松本営業所 開設 

2010年 ２月 ㈱ジェイテック・エンジニアス・カンパニー 清算 

10月 大阪証券取引所とJASDAQとの統合によりJASADAQ（グロース）に株式上場 

2011年 １月 大宮営業所を東京第二営業所、東京営業所を東京第一営業所へ名称変更 

2012年 １月 本社 移転 

10月 トステム・エンジニアリング・オフィス㈱（現：㈱エル・ジェイ・エンジニアリン
グ） 連結子会社化 

東京第一営業所と東京第二営業所を統合し、東京営業所へ名称変更 

2013年 ９月 仙台営業所を宇都宮営業所と統合 

2014年 10月 宇都宮営業所を統合し、大宮営業所 開設 

1996年 ８月 当社設立 

10月 東京営業所 開設 

1997年 10月 浜松営業所 開設 

1998年 ２月 横浜営業所 開設 

８月 本社内に東京営業所・横浜営業所を移転統合 

2000年 ７月 宇都宮営業所 開設 

８月 東海支社・関西支社 開設 

2003年 ８月 仙台営業所・横浜営業所 開設 

９月 大宮営業所 開設 

2004年 ４月 ㈱ジェイテック・エンジニアス・カンパニー 
（韓国）設立 

2005年 ４月 福岡営業所 開設 



全国１１事業所 

札幌営業所 

水戸営業所 

大宮営業所 

東京営業所 

横浜営業所 

松本営業所 

名古屋営業所 

浜松営業所 

金沢営業所 

大阪営業所 

福岡営業所 



お問い合わせ 

部署 ： 経営企画室 

役職 ： 室長 

氏名 ： 小川 典男 

電話 ： 03-6228-7265 

FAX ： 03-6228-8866 

E-Mail ： ir-info@j-tec-cor.co.jp 

ＩＲ担当窓口 

将来見通しに関する注意事項 

 本資料につきましては投資家の皆様への情報提供のみを目的としたものであり、売買の勧誘を目的としたものではありません。本資
料における将来予想に関する記述につきましては、目標や予測に基づいており、確約や保証を与えるものではありません。また、将来
における当社の業績が、現在の当社の将来予想と異なる結果になることがある点を認識された上で、ご利用ください。また、業績等に
関する記述につきましても、信頼できると思われる各種データに基づいて作成されていますが、当社はその正確性、安全性を保証する
ものではありません。本資料は、投資家の皆様がいかなる目的にご利用される場合においても、お客様ご自身のご判断と責任において
ご利用されることを前提にご提示させていただくものであり、当社はいかなる場合においてもその責任は負いません。 


